令和　　年　　月　　日

申 請 書

国土交通大臣 殿

申請者　　住　所　　○○○○○○○○○○
商　号　　○○○○投資法人
代表者　　執行役員　○○　○○
下記の金融商品取引業者が、宅地建物取引業法第５０条の２第１項の認可を受けていること及び別紙の不動産が地方税法施行令附則第７条第８項に規定する不動産である旨の証明を願いたく申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

なお、本申請に係る資産運用委託契約の写し、不動産の取得に係る契約書の写し、その他用途を証明する書類を添付いたします。

記

資産運用委託契約に係る金融商品取引業者の商号

○○○○○○○○○○
主たる事務所の所在地

○○○○○○○○○○
代表者の氏名

○　○　○　○
（別紙）
[投資法人]

商号：○○○○投資法人
住所：○○○○○○○○○○
[本申請に係る不動産及び不動産取引の目的となる不動産]

１ 土地

	土

地
	所　　在
	地　　番
	地　　目
	地　　積

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　㎡


２ 建物
	一棟の建物の表示
	所　　　　在
	構　　　　　造
	床　面　積(㎡)

	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　㎡


	専有部分の建物の表示
	家屋番号
	種　類
	構　　造
	床面積

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　㎡


（注1）上記不動産の目的となる不動産を複数回に分割して取得する場合には、取得予定の不動産（「構造等」の欄に「取得予定」と記載すること。）を含めた当該不動産をすべて記載すること。

（注２）上記不動産取引の目的となる不動産の建物が建築中又は建築予定である場合には、「構造等」の欄に「建築中」又は「建築予定」と記載すること。
国不動投第　　　号
令和　年　月　日
○○○○投資法人
執行役員　○○　○○　　殿
国土交通大臣
○○　○○
証明書

下記の金融商品取引業者が、宅地建物取引業法第５０条の２第１項の認可を受けていること及び別紙の不動産が地方税法施行令附則第７条第８項に規定する不動産であることを証明する。

記

金融商品取引業者の商号

○○○○○○○○○○
主たる事務所の所在地
○○○○○○○○○○
代表者

○　○　○　○
認可年月日

平成○年○月○日（国土交通大臣認可第○号）
（別紙）
[投資法人]

商号：○○○○不動産投資法人
住所：○○○○○○○○○○
[本申請に係る不動産及び不動産取引の目的となる不動産]

１ 土地

	土

地
	所　　在
	地　　番
	地　　目
	地　　積

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


２ 建物
	一棟の建物の表示
	所　　　　在
	構　　　　　造
	床　面　積(㎡)

	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


	専有部分の建物の表示
	家屋番号
	種　類
	構　　造
	床面積

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


（注1）上記不動産の目的となる不動産を複数回に分割して取得する場合には、取得予定の不動産（「構造等」の欄に「取得予定」と記載すること。）を含めた当該不動産をすべて記載すること。

（注２）上記不動産取引の目的となる不動産の建物が建築中又は建築予定である場合には、「構造等」の欄に「建築中」又は「建築予定」と記載すること。
